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NISTEP has been investigating how to develop of sustainable saving electricity since 2011. In March 
2011, we were concern about blackout in Tokyo area because of the two nuclear power plant utility firms in 
Fukushima suffered extensive damage from the March 11th disaster. The Japanese government is asking 
industries, local governments, embassy and also households to save power in various ways. Fortunately, 
because of huge those efforts by all sectors, we didn’t get any blackout without plan. However, many 
people especially who is working for industries against to keep continue those conditions such as working 
time shift, changing air conditioning operation system etc. that deeply relating life style. Also, it’s difficult 
to keep such patience a long time. 
Based on those circumstances, we investigated the real condition about such saving electricity and we 
discussed the sustainable saving electricity by the expert. Furthermore, through Delphi and a Scenario 
investigation, we grasped what kind of things a sustainable saving electricity of technology and system, 
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図表 2 に示す。 










のために、必要となる技術や施策を議論するバックキャストの 2 方向で検討した。 
そして、当所で以前実施した第 9 回デルファイ調査の回答者約 1600 人に対し、今回のワークショ
ップで設定された41課題（技術27、技術以外14）に関する技術的・社会的実現時期、及び牽引する
主なセクターについて、同じ質問を 2 回繰り返すアンケート調査（デルファイ調査）を実施した。その
結果、節電に関係する技術は 2030 年までにはほぼ普及し、技術以外の課題を含めても、2030 年ま
でには 85%が社会的に実現する結果となった。技術的実現から社会的実現までの期間は、平均して
5.3 年となった。また、牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％が企業で、社会的実現は企業
51％、政府 46％とほぼ 2 分される結果が示された。 
また、2011 年の東日本大震災による節電に対する意識変化を調べるために、2008 年～2009 年に
当所で実施した第 9 回デルファイ調査で使用した課題のうち、今回と同じ 11 課題について比較・分
析した。その結果、8 課題の技術的実現年が 1～5 年遅くなり、3 課題は 1 年早くなった。技術的実現
から社会的実現までの年数は、多くの課題で前回と変わらない結果となった。バーチャルオフィス、
省電力コンピューター、ビル管理システムといった IT を利用する課題に関しては、技術的・社会的実
現ともに 3～4 年遅くなり、一方でスマートグリッド技術と電池技術は 1 年早くなる結果となった。 
今回の結果から、電力を大量に消費する IT を利用する技術に関しては、技術開発が以前ほどの
スピードで進まないことが予測され、再生可能エネルギーの普及には欠かせない電池やスマートグリ







































































図表3  「オフィス/製造」ベスト・ワースト両シナリオに出現するキーファクターと表現の違い（一例） 
 キーファクター ベスト ワースト 
技
術 












































図表 5 社会像別シナリオの概要 
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経済 発展 大量消費とともに発展 低迷 
















































































































































東北電力管内の大口需要家（契約電力 500kW 以上）に対し、ピーク時使用電力の 2010 年夏比
15％削減を要請した1。また平日の午前 9 時から午後 8 時を対象として、中小企業や一般家庭にも
















図表 1 東日本大震災以降の電力供給状況の変化の概念図(夏期) 
 
出典: エネルギー・環境会議 3 
12 
 
2010 年 6 月に策定された「新成長戦略」に代わり、2012 年 7 月に「国家戦略会議」にて「日本再生
戦略」が策定された。ここでは、3 つの重点分野のはじめにグリーン戦略が掲げられており、5 つの重
点施策が明示されている4。また、第 4 期科学技術基本計画5が 2011 年 8 月に閣議決定された。その
中でグリーンイノベーションの推進が明記され、2012 年 7 月には、図表 2 に示すような政策課題に基
づき、平成 25 年度科学技術重要施策アクションプラン6が公開されている。アクションプランでは、我
が国が 2030 年に目指すべき社会の姿を「豊かで活力のある持続可能な成長を実現するエネルギ
ー・環境先進社会」と設定し、4 つの政策課題と 6 つの重点的取組を推進する計画が示されている。
重点的取組の一つとして「技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減」をあげ、快適な生活を
担保しながら 2030 年における省エネ目標（現状のレベルから発電電力量で 1 割削減、最終エネル
ギー消費で約 2 割削減）の達成7に貢献すると明記されている。エネルギー消費量の低減に大きく寄
与する節電に関しても、グリーンイノベーションに資する重要施策として注目される。 
図表 2 平成 25 年度科学技術重要施策アクションプラン（グリーンイノベーション） 



























































Phase 4 および Phase 5 では、デルファイ調査結果を基に、先に実施したワークショップと同じ参加
者によって、オフィスや家庭などの生活シーン別、および、技術優先かあるいは環境優先か等の目
指すべき社会像別シナリオを作成するためのワークショップを 2 度にわたって開催した。 
最後にワークショップの結果等を分析し、本報告書を作成した。 
  


















の節電実績に関する報告 9 件（図表 4）についてまとめた。発表されている節電実績のうち主要なも
のを以下に記載する。なお、文中の[ ]内の数字は、図表 4 中に示す発表機関 No.に対応し、報告の
概要は、資料 1-1 にまとめて示した。 
 
• 震災後の 2011 年度の夏と冬の節電実績について、資源エネルギー庁[3]および国家戦略室受
給検証委員会[8]の資料として、電力供給実績が公開されている。 





• 2011 年度冬(12/1～3/30)では、沖縄を除く 9 電力管内に節電を要請、節電効果は前年度比で
東京が 7.4％、九州 6.2%、関西 5.0%、であった。[8] 
• 電気事業連合会[9]は、2011 年度の電力需要実績を公表し、電力 10 社合計で前年比 5.1％減と













図表 4 節電実績に関する報告 
No. 発表機関 時期 主な内容 






2011 年 8 月 
気温影響を考慮した節電効果の試算 
（東京・東北電力管内） 
3 資源エネルギー庁 2011 年 9 月 
2011 年夏の電力供給対策の総括  
（需要抑制実績） 




2011 年 11 月 気温影響を考慮した制御率の試算（9 電力管内） 












2012 年 4 月 
2011 年冬の電力供給対策の総括  
（需要抑制実績） 






果が公表されている計 26 件についてまとめた。アンケートは、企業を対象にしたものが 11 件（図表
5）、個人を対象にしたものが 15 件（図表 6）であった。なお、図表 5 及び図表 6 中の No.1～26 に対








図表 5 節電に関する各種アンケート調査（2011 年、企業対象） 


























































































図表 6 節電に関する各種アンケート調査（2011 年～2012 年、個人対象） 
No. 調査機関 対象者 件数 時期 主な調査事項 
12 （株）マクロミル 東電管内 






2,041 4 月 
節電意識(計画停電対象地域/非対象地
域)、節電行動(2010 夏実績と 2011 予定)




1,120 4 月 
震災前後の電気使用量、節電意識の変
化、実施項目 



















































域 経 済 研 究 セ
ンター 
県内の個人 




資 源 エ ネ ル ギ
ー庁 
東北、関東 





































• トイレの「暖房便座・エアタオル・温水の停止」も、少なくとも 6 割以上の事業所が行った。 




省エネ照明へ取り替えは、実施割合が 2～7 割とアンケートによる差が見られた。 
• 私立学校およびフランチャイズ店舗では、照明の間引きの割合が 50％以下と少ないが、店舗照
明の切り替えは 5 割超と一般企業より多い。[2][6] 













• 2011 年夏から始めた取り組みは、「ロビー照明の間引き(4 割弱)」、「ビル全体の空調の見直し(3
割)」など、節電対策が職場ごとから、建物全体に広まった。[16] 
• 今後の取り組み予定として、「白熱電球の交換(4 割)」、「省エネ家電への買い替え(4 割弱)」、





















• 今後の節電要請に対し、昨夏程度は可能と答えた企業は 6 割以上あるが、2～4 割程度は 2011
年夏未満なら可能、あるいは、節電は困難と回答している。[10] 













ネ家電への買い替えは 2～3 割にとどまった。 
• 電力消費ピーク時の家電の使用を避ける、あるいは一家団欒等の節電行動を行った。 
• いよぎん地域経済研究センターでは、愛媛県内を対象に 2011 年夏の節電のための投資額を
調査した。[5][23] 
• 2011 年夏から新たな節電を、ほぼ全家庭が、5 割強の事業所が実施した。 
• 家庭内での節電対策として、省エネ家電や LED 照明購入など新たな消費が発生し、3 割
が節電のために出費し、1 人あたりの支出額は 46,451 円であった。 
• 事業所で今後検討している対策は、LED 照明の導入が 4 割超、エネルギー効率の高い設
備の導入が 3 割超であった。 
• 事業所が節電のために投資した額は、6 割が負担額なし、続いて 2 割が 10～100 万円未満
であった。 
• 高額の省電力製品の買い替えを実施しようとする人は 2 割に満たない。[13] 
• 住環境計画研究所では、一般家庭の電力使用量実績データから電力削減量を見積もった。震




• 前年比 15％以上の節電を達成した世帯は約 3 割。 




• 節電への取組を向上させる方策は、「節電方法とその効果の PR」「使用量の見える化」と 5 割以
上が回答。[21] 
• 夜道の街灯の消灯は 6 割がやりすぎと感じ、駅のエスカレータとトイレの照明は無駄な電力と考
える人と、節電するのは行き過ぎと考える人がほぼ同じ割合であった。[25] 










• 東電エリアの居住者は、節電により「ライフスタイルが変化した」が 7 割。その変化は、「家の中で
過ごすことが増えた(5 割) 」「家族と同じ部屋で過ごすことが増えた(3 割)」等が多い。2011 年夏
の節電では、8 割超の人が「ライフスタイルを見直して節電に協力したい」と思っていた。[12] 
• 地域別では、東京電力・東北電力管内 9 割で、全国的にも 8 割以上が実施。性別では、男女と








• 社会的な節電策のうち、計画停電は 7 割以上が「困る」と回答。[20] 
• 節電に取り組むうえでの不安や不満として、半数が節電の効果がわかり難いと感じ、他に個人
の努力では限界がある、あるいは、健康への影響を危惧している。今後取り組むうえで、ライフス
タイルを大きく変えることは困難であり、できる範囲で取り組むべきと 8 割近くが考えている。[22] 
• 家庭の節電への取り組みについて大半の家庭は無理なく実施できるものと回答。「無理のある
節電だった」との回答は 1 割弱と少ない。「今後も節電を続ける」との回答があった家庭は 9 割以
上であり、6 割超の家庭が 1 割以上の節電が可能と回答。[24] 
• お金の節約や省エネにつながるという理由で、節電を継続する人が 8 割、苦にならないという人














アンケート資料No.(*注) 1 2 3 4 5 7 8 9 11 12 13 14 15 17 18 19 20 21 22 24 25 26



































































れた、アンケート以外の節電に関係する調査・研究報告 10 件について、要旨をまとめて図表 8 に示
















図表 8 節電に関する研究報告 
No. 発表機関 時期 主な内容 
1 
(財)電力中央研究所 






























2011 年 11 月
統計モデルを用いた震災後の東電・東北電管
内の節電量の推定 
8 エネルギー・環境会議 2011 年 12 月 節電コストの試算 
9 東京都環境局 2012 年 5 月 省エネ・エネルギーマネージメント推進方針 
10 
(財)東京財団 








• （財）東京財団では、昨夏のピーク時間帯における削減幅が、家庭部門が 100〜150 万 kW、業
務部門が 600 万 kW 程度、産業部門が 350〜400 万 kW と見積った。[10] 
• また、2011 年夏の電力消費量について気温補正し解析した結果、夏期を通して一定の減少が
なされていた。[10] 
• 家庭部門では、7,8 月は減少したが、9 月の減少幅は小さく、節電意識や危機感が希薄になっ
た可能性がある。[10] 
• さらに、全国 9 電力の電力需給構造に 2011 年度実績を基にした電力需要減少の要因分析の



























































































































●日 時： 2012 年 2 月 16 日（木）13:00～18:00 
●参加者：企業（電機、自動車、住宅、建設、鉄道）、公的研究機関（産総研、環境研）、団体（省エ






課題」（図表 9 及び図表 10）と、検討 B「未来型節電実現のキーとなる課題の抽出」（図表 11）のシー
トへの記入を依頼し、各人の取り組みと合わせて発表を依頼した。 
そして各人からの発表後、参加者を 4 グループに分け、節電に関する課題の抽出作業を行った。
発表者全員の事前シートを図表 12 に示すように、想定される 2030 年の社会像として取りまとめ、グ
ループワークの資料として用いた。 
 
図表 9 節電に関する現状と課題：実施した節電対策（発表シート 1） 
 
 




図表 11 未来型節電実現のキーとなる課題の抽出（発表シート 3） 
 







業を行った。図表 13 に示すように、ワークショップでは参加者を 2 テーマ 4 グループに分けて、デル
ファイ調査のための課題検討を行った。 
 
図表 13 ワークショップのグループ構成 
 テーマ A テーマ B 
グループ 1 フォアキャスト バックキャスト 











A-1、A-2 の 2 グループは、現状を踏まえて節電を持続可能にするためには、どのような技術が効
果的で、どのような施策をとるべきか、現状を踏まえて将来を俯瞰する方向(フォアキャスト)で議論し















図表 14 フォアキャストによる検討手順 
 




図表 16 フォアキャストによる検討結果(A-1) 
 







示す。また、2030 年におけるそれぞれの生活場面の検討には、図表 19 に示すシートを用いて作業
した。そして、図表 20 および図表 21 に示すような結果が得られた。 
図表 18 バックキャストによる検討 
 















図表 22 に示すように、4 グループによる検討結果をキーワードに集約して一覧にした。また 2011
年の震災前後での意識変化を把握することを目的として、当所で 2008～2009 年に実施した第 9 回
デルファイ調査で取り上げられた課題の中から、特に今回のワークショップで抽出されたキーワード
に類似する課題を検索し、関連するものも示した。 
図表 22 デルファイ調査の課題設定に資する検討結果 
 

















に、図表 23 に示すように節電に関する課題を作成し、2030 年までを想定した節電に関する将来予
測調査(デルファイ調査)を実施した。デルファイ調査は、各課題について技術的および社会的に実














題（技術 27 課題、技術以外 14 課題、内第 9 回デルファイ調査と同一は 11 課題）用意、そして各課
題に対して、その技術的および社会的実現時期、さらにそれぞれの牽引するセクターについても質
















図表 23 デルファイ調査の課題と設問   














































25 情報の伝達・蓄積システムに係る必要エネルギー量が 2010 年と比較して、100 万分の１（取
り扱い情報量で正規化）になるグリーンＩＣＴシステム 
























38 エネルギー多消費を前提とした社会構造が見直され、たとえば 1990 年ころの生活スタイル















・実現済み ・2012 年から 2015 年の間に実現する 
・2016 年から 2020 年の間に実現する ・2021 年から 2030 年の間に実現する 















・実現済み ・2012 年から 2015 年の間に実現する 
・2016 年から 2020 年の間に実現する ・2021 年から 2030 年の間に実現する 















（第 1 回）実施時期：2012 年 3 月 13 日～19 日 回答状況：発送 1,644 票、回答 702 票 
（第 2 回）実施時期：2012 年 3 月 22 日～31 日 回答状況：発送 713 票、回答 522 票 
最終的な回答数は 522 票、2 回繰り返し後の回収率は 32％（522 票/1644 票）である。回答者の属
性を図表 23 に示す。性別では、男性が 97%と圧倒的に多く、年齢構成は 50 代と 60 代がそれぞれ 4
割近くで全体の 8 割弱を占め、次いで 40 代が 18%と続いている。所属では大学等の教職員が 47%と
最も多く、次いで会社員 28%、独法等 14%となっており、職種は 76%が研究開発職である。 
 












Q1: 全体の 1/4 番目に当たる実現予測時期 
Q2: 全体の 2/4 番目に当たる実現予測時期 
→代表値として使用 

























 全 41 課題（技術的実現は 27 課題）の実現時期の推移を図表 26 に示す。技術的実現は 2016～
2020 年にピークがあり、社会的実現は 2016～2025 年の間に実現する課題が多い。2030 年には全
課題中 96％が技術的に実現し、85％が社会的に実現する。 
 




 ～2020 年 ～2025 年 ～2030 年 
技術実現 85％ 96％ 96％ 




＜社会的実現時期 ～2020 年＞ 





































・ 新材料パワーデバイス が普及する。 
（実現する技術以外の課題） 




＜社会的実現時期 2030 年以降となる主な課題＞ 
（技術課題） 
• エネルギー量が 2010 年比で 100 万分の 1 になる ICT システム 
（技術以外の課題） 
• ほとんどの自動車が電気自動車や水素自動車に置き換わる 
• CO2 排出量を個人ごとに管理するシステム 
 
全課題のうち、技術的実現と社会的実現の両方の回答を得た 27 課題について、技術的実現年
順に並べたものを図表 27 に示す。技術的実現から社会的実現までの期間は、最も短い課題で 2 年、
最も長い課題は、2030 年までに社会的実現しないものを除き 10 年であり、平均して 5.3 年となった。
2015 年までに 4 課題、2020 年までに 23 課題、2030 年までには 26 課題が技術的に実現する。さら











ぼ 2 分される結果となった。 
図表 28 課題の実現を牽引する主なセクター 
 
 

















































図表 30 出現回数が多い上位 100 語の数と関連性 


























































































実現から社会的実現までの期間は、最も短い課題で 2 年、最も長い課題は、2030 年までに社会的












施策などが 2030 年までに実現することが予測された。 
牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％とほとんどが企業で、一方、社会的実現は 51％が
企業、46％が政府とほぼ 2 分される結果となった。 
 
震災の影響 




































































5.2 第 2 回ワークショップの概要 
前章で示した今回および第 9 回の予測調査の結果を参考に、生活シーン別シナリオを作成する
ためのワークショップ（第 2 回）を、第 1 回と同様の参加者で開催した。開催概要は下記の通りであ
る。 
 
●目 的： 「節電」をキーワードに、オフィス、都市などの各シーンにおける 2030 年のシナリオを作
成する。さらに、その社会を持続可能とするための条件や戦略などについて議論する。 
●日 時： 2012 年 4 月 19 日（木）13:00～18:00 
●参加者：企業（電機、自動車、住宅、建設、鉄道）、公的研究機関（産総研、環境研）、 













した。検討のフローを図表 32 に示す。 
 




作業としては、まず図表 33 に示すように、各シーンに関係する課題を年代別に抽出した。 
 













図表 35 グループワーク Step 3: ドライビングフォースの検討 
 































































5.3.2 田舎暮らし                                 
2030 年には高齢化も進み、多くの高齢者が田舎暮らしを好んでいることも想像される。また、食料
の自給率向上や自然とのふれあいを好む若者の増加も想像される。そこで、ここでは田舎で暮らす























































































となる。インフラの整備や都市整備も重要である。本テーマの検討結果を図表 39 に示す。 



























































した環境へ対応する介護などのサービスを検討した。その結果図表 40 に示す。 
 
【ベストシナリオ】 















































































図表 41 シナリオに出現したシーン別キーファクターの一覧 
 
技術（機器・設備やその運用等） 技術以外（施策・人、ライフスタイル変革等）





























































高齢化社会／ ベスト ・バーチャルオフィス、スモールオフィスの普及 ・ICTを利用した社会参加プラットフォームの定着
























クターに注目し、それらがどのような状態で描かれているかを比較した結果を図表 42 に示す。 
 
 
図表 42 生活シーン別シナリオのキーファクター 

















電力変換素子 多くの機器に適用されて普及 一部の機器にのみ適用 
製造現場 製造工程最適化・業績向上 コスト低減のために海外移転 






















エネルギー消費 自然との調和 効率向上 
製造業 海外展開 海外移転 
農林業 自助努力 企業化 
エネルギーインフラ 地域向けの開発が進む 地域格差が進む 
バイオマス 主要産業のひとつとして普及 燃料や肥料への一部利用 





田舎暮らし 希望者増加 過疎化が進む 











省エネ街区 全国に多数存在 数箇所のみ存在 
再生可能エネルギー 全国に普及 一部の地域にのみ普及 
エネルギー消費 最小化するシステムが普及 メガワット方式によりある程度抑
制されている 
太陽光電池 最適化されて全国に普及 一部にのみ普及 
建築物 高断熱構造が義務化 高コストのために高断熱材の普
及が遅れている 
自動車 電気自動車 ガソリン車 
技術
以外 
























































ン別に検討した結果とデルファイ調査結果をもとに、2030 年の将来に想定され得る 3 つの異なる社
会像別にシナリオライティングを実施した。 














6.1 第 3 回ワークショップの概要 
デルファイ調査とシーン別シナリオの結果を基に、異なる社会像別のシナリオを作成するための
ワークショップを、第 1 回及び第 2 回のワークショップと同様の参加者で開催した。開催概要は下記
の通りである。 
 
●目 的： 各グループに設定された社会像で 2030 年のベストシナリオを作成し、シナリオに基づい
た戦略を立案する。 
●日 時： 2012 年 6 月 5 日（火）13:15～18:00 








図表 46 に示す用紙を用いて、ステークホルダー及び年代に分け、戦略を検討した。 
 

















ャッチフレーズは「未来型 SETSUDEN-JAPAN モデル」である。以下にシナリオと戦略を示す。 
 




























図表 47 「未来型 SETSUDEN-JAPAN モデル」の戦略 
技術 


















































 なし  なし 
技術以外 










・大学、大学院電気工学の充実強化 なし  なし 
個人 ・節電意識の定着 ・意識しない節電の定着  なし 
市場 ・節電インセンティブ制度の定着 なし  なし 
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6.2.2 グループ B ＜新エネルギー技術進展／物質・経済至上＞ 







































































図表 48 「技術邁進社会」の戦略 
技術 



























海外 ・節電システム、知財の輸出 ・節電システム、知財の輸出  
技術以外 























市場 なし ・電力市場の国際化 なし 









































図表 49 「パッシブ・サステナビリティ」の戦略 
技術 
  ～2020 年 2021 年～2030 年 2031 年～ 


























































































































































































































































































































































また、2011 年度冬は、いずれも前年度比で東京 7.4％、九州 6.2%、関西 5.0%の節電効果が得られた
結果となった。 
まず、震災後の節電対策や意識に関する実態を把握するために、各種団体や調査機関が実施し
た企業や個人を対象としたアンケート調査 26 件を分析した。その結果、以下のとおりである。 
・ 男性より女性が、男女とも年層が高いほど節電に取り組んだ。 
・ 照明の間引きや空調温度調節は 7 割以上の企業や個人が行い、暖房便座停止などトイレの対










・ 導入が検討されているサマータイムの効果は、数十万 kW 程度で、節電効果は小さい。 














のために、必要となる技術や施策を議論するバックキャストの 2 方向で検討した。 
そして、当所で以前実施した第 9 回デルファイ調査の回答者約 1600 人に対し、今回のワークショ
ップで設定された41課題（技術27、技術以外14）に関する技術的・社会的実現時期、及び牽引する
主なセクターについて、同じ質問を 2 回繰り返すアンケート調査（デルファイ調査）を実施した。その
結果、節電に関係する技術は 2030 年までにはほぼ普及し、技術以外の課題を含めても、2030 年ま
でには 85%が社会的に実現する結果となった。技術的実現から社会的実現までの期間は、平均して
5.3 年となった。また、牽引する主なセクターは、技術的実現の 96％が企業で、社会的実現は企業
51％、政府 46％とほぼ 2 分される結果が示された。 
また、2011 年の東日本大震災による節電に対する意識変化を調べるために、2008 年～2009 年に
当所で実施した第 9 回デルファイ調査で使用した課題のうち、今回と同じ 11 課題について比較・分
析した。その結果、8 課題の技術的実現年が 1-5 年遅くなり、3 課題は 1 年早くなった。技術的実現
から社会実現までの年数は、多くの課題で前回と変わらない結果となった。バーチャルオフィス、省
電力コンピューター、ビル管理システムといった IT を利用する課題に関しては、技術的・社会的実現
ともに 3-4 年遅くなり、一方でスマートグリッド技術と電池技術は 1 年早くなる結果となった。 
今回の結果から、電力を大量に消費する IT を利用する技術に関しては、技術開発が以前ほどの
スピードで進まないことが予測され、再生可能エネルギーの普及には欠かせない電池やスマートグリ





















図表 52 「オフィス/製造」ベスト・ワースト両シナリオに出現するキーファクターと表現の違い（一例） 
 キーファクター ベスト ワースト 
技
術 








電力変換素子 多くの機器に適用されて普及 一部の機器にのみ適用 
製造現場 製造工程最適化・業績向上 コスト低減のために海外移転 





国際競争力 エネルギー関連製品を中心に向上 研究開発力低下により停滞 



















め図表 53 に示すように A,B,C の 3 つを設定し、















図表 54 社会像別シナリオの概要 







キ ャ ッ チ
フレーズ 





























経済 発展 大量消費とともに発展 低迷 
























































































































































                             
1 夏期の電力需給対策について、経済産業省（平成 23 年 5 月 13 日） 
http://www.meti.go.jp/earthquake/electricity_supply/0513_electricity_supply_03_01.pdf 
2 今夏の電力需給対策に関するアンケート結果について、(社)日本経済団体連合会（2011 年 10 月





5 科学技術基本計画、閣議決定（平成 23 年 8 月 19 日） 
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/4honbun.pdf 
6 平成 25 年度科学技術重要施策アクションプラン、総合科学技術会議、科学技術イノベーション
政策推進専門調査会（平成 24 年 7 月 19 日） 
http://www8.cao.go.jp/cstp/budget/h25ap/h25ap_honbun.pdf 
7 エネルギー・環境に関する選択肢、エネルギー・環境会議（平成 24 年 6 月 29 日） 
http://www.npu.go.jp/policy/policy09/pdf/20120629/20120629_1.pdf 
8 NISTEP REPORT No.140「第 9 回デルファイ調査」、科学技術動向研究センター（2010 年 3 月） 
9 2050 日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス 70%削減可能性検討、環境省（2007 年 2 月） 
http://www.env.go.jp/council/06earth/y060-76/ref01.pdf 
10 NISTEP REPORT No.101「2025 年に目指すべき社会の姿」、科学技術動向研究センター（2007





























1 （財）電力中央研究所 2011年8月 天候の影響を排除した、東京電力管内の電力需給減少量の試算
2 （財）日本エネルギー経済研究所 2011年8月 気温影響を考慮した節電効果の試算（東京・東北電力管内）
3 資源エネルギー庁 2011年9月 2011年夏の電力供給対策の総括（需要抑制実績）
4 東京電力（株） 2011年9月 2011年夏の節電実績
5 （財）関西社会経済研究所 2011年11月 気温影響を考慮した制御率の試算（9電力管内）
6 （財）東京財団 2011年12月 東京電力管内における今夏の電力需要減少の要因分析
7 （財）日本エネルギー経済研究所 2012年4月 気温影響を考慮した節電効果の試算（東京・東北電力管内）
8 国家戦略室 受給検証委員会 2012年4月 2011年冬の電力供給対策の総括（需要抑制実績）




































→一次回帰線 傾き：気温感応度、切片：正味の節電率 を表す。 気温感応度と削減率（東京電力管内）
気温感応度と削減率（東北電力管内）
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9. 電気事業連合会 2011年度の電力需要実績 (2012.4.27)
13
［需要実績の概要（電力10社計）］
①2011年度の電力需要は、10社販売電力量合計で、 8,598 億ｋＷｈ、対前年伸び率 5.1 ％減と２年ぶりに前年実績を下回った。
②電灯については，東日本大震災の影響や，節電の取り組みによる影響などから，5.0 ％減となった。
③特定規模需要における業務用についても，同様に，8.4 ％減となった。
・電 灯：10社計 2,889.5 億kWh，対前年比 95.0 %


















調査機関 対象者 数 時期 主な調査事項(質問) 結果
企業





























東京都環境局(1) 大規模事業所 521 9-10月 夏の節電対策行動実績(設備、運用、勤務、生産)、夏の節電達成実績、生産への影響 8














調査機関 対象者 数 時期 主な調査事項(質問) 結果
個人
（株）マクロミル 東電管内 500 4月 電力不足が引き起こしたライフスタイルの変化、節電による不便さの受容 12
（株）三菱総合研究所 東電管内 2,041 4月 節電意識(計画停電対象地域/非対象地域)、節電行動(昨夏実績と今夏予定) 13
（株）電通総研 全国・個人 2000 4月 この夏の節電予定内容抽出 14
（株）住環境計画
研究所 個人 1120 4月
震災前後の電気使用量、節電意識の変
化、実施項目 15




相互会社 契約者 12,128 5月
節電行動(実績、今後の予定)、地域や社
会で節電に効果があると思われるもの 17
（株）ライフメディア 個人（男性/会社員・公務員） 1361 5月
クールビズ・スーパークールビズに関する
調査（実施状況、賛否、認知度） 18
（株）長崎経済研究所 長崎市民佐世保市民 409世帯 5月
昨夏の節電の実施状況と継続性、購入商
品、行動、食 19
日本放送協会(NHK) 全国20歳以上 1589-1813 6,8,10月 昨夏の節電の実施状況と前後の意識変化、社会の節電策の評価 20
愛知県 愛知県内 366 6月 夏の電力ピークや原因(エアコン)の認知度、夏の節電意識 (昨夏からの変化) 21
（財）生協総合研究所 生協組合員 2351 7月 節電の取り組みに対する意識の調査 22
（株）いよぎん地域経
済研究センター 県内の個人 595 7月
家庭における昨夏の節電実施状況、対策、
自家発電導入状況 23




(250/250) 11月 冬の節電による暖房削減での寒さ対応策 25


































































































































































































































































































































































16. 日経エコロジー他／Nikkei Ecology 2011.11月号
●全国調査「これからのエネルギー」（日経ビジネスオンライン他登録者へのWeb上アンケート）
→夏の前後2回（4/28-5/15(1539件)と8/23-9/6(1283件)）実施分を解析



























































































































































































































































































ハード面 空調 空調温度調節 95.8 77 94 82.6 94 71 89 83 81.3 72 81 47.5 45.7 56.8 92.3 77 73 60.1 80.9 82 57.9
フィルター定期清掃 86.1 62 13.5 70 92.9 40.1 41 58.3
ブラインド、遮光フィルム、よしず、すだれ利用 75 10 34 31 18.7 83 42.5 32.4 47 35.6
空室、不在時の空調停止 87.5 23 49 54.7 81.1


















空室、不在時の消灯 100 37 89 89.7 61.5 86 99.5 93.4 81.6 84.8 91
昼休みの消灯 98.6 29 80
こまめに消す 13 92.9








トイレ トイレの温水・エアタオル・暖房便座停止 88.9 42.7 65 32.2 80.6 56.8 53 40.2 　
洗面器温水停止 77 84
エアタオル停止 79 77
便座暖房停止 2 94 92 26
蓋を閉める 58.6
温度を下げる 58.4
事業所 OA機器 パソコン節電モード 99 75
事務機器省エネモード 95.8 12 99







パソコン使用時間削減 20.8 24.4 25
動力 エレベータ、エスカレータ稼働削減 79.1 13 50.7
エレベータ使用削減 73
エスカレーター使用削減 58











家庭 全体 コンセントを抜く 52 64.8 68 33.1 47.5 68.2 70 66






省エネ商品への買い替え 17 33 12.6 56.1 17 41.3 5.7 13.5 15.9 13 22.8 21






テレビ TV主電源OFF 79 81.7 44.7
TV輝度低減 70 88.2 23.4 30.8 31
不要時はTVを消す 73.6 52
TV時間削減 80 19.5 21
TV数削減 22
その他 炊飯器など保温機能不使用 28.1 61.6 51
























輪番休業 2.8 7 5.3
在宅勤務導入 9.8 0 8.1
就業日、営業日変更 50 23 8.7 6.9 10 8 17.3
営業時間短縮 5 1.1 4 10.7
夏季休業の長期化 29.2 2 6 4.35 6 11 12 15.1
就業時間変更、サマータイム 33.3 2 9 2.65 6.7 6 28 8 22.7 19.4 11.7
移転等 使用フロアの集約、削減 23
海外移転 2 1.3
事業所の集約、国内移転 5 3 5 0
その他 クールビズ 98 43.1 81.3 34 20 50.7 50.8 29.8 81.8
厚着をする 82.8
涼しい恰好で家で過ごす 78.3










旅行、外出 　 22.7 25 12.4








1 （財）電力中央研究所 2011年4月 時刻、休日、連休シフトによる夏季ピーク負荷削減効果
2 総務省 情報流通高度化推進室 2011年5月 テレワーク（在宅勤務）による電力消費量・コスト削減効果の試算
3 （財）アジア太平洋研究所 2011年5月 今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析①-
4 （財）アジア太平洋研究所 2011年6月 今夏における家庭での節電の促進方策-平日昼間・在宅世帯の節電率分析②-
5 （財）世界自然保護基金(WWF)ジャパン 2011年7月 2050年の省エネルギーシナリオ作成
6 （独）産業技術総合研究所 2011年7月 シミュレーションによる節電対策の効果の検討
7 （財）電力中央研究所 2011年11月 統計モデルを用いた震災後の東電・東北電管内の節電量の推定
8 エネルギー・環境会議 2011年12月 節電コストの試算
9 東京都環境局 2012年5月 省エネ・エネルギーマネージメント推進方針



















































































































































































5-２. (財) WWFジャパン 省エネルギーシナリオ（2011年7月：中間報告）
10
●2050年の国内最終エネルギー消費を1990年比で48.2%下げるシナリオを検討


















































































































































































日時 2012年 2月 16日（木） 13：00 ～ 18：00 
場所 新霞ヶ関ビル LB階 201D号室（文部科学省 科学技術政策研究所会議室） 
 
議事内容 




 (5) まとめ、閉会 
 
配布資料 
 資料 WS-1-1 議事次第 
 資料 WS-1-2   プログラム 
 資料 WS-1-3   参加者名簿および座席表 
 資料 WS-1-4   趣旨説明 
 資料 WS-1-5-1  住宅 
 資料 WS-1-5-2  産業技術総合研究所 
 資料 WS-1-5-3  電機メーカー 
 資料 WS-1-5-4  建築 
 資料 WS-1-5-5  省エネルギー 
 資料 WS-1-5-6  鉄道 
 資料 WS-1-5-7  国立環境研究所 1 
 資料 WS-1-5-8  国立環境研究所 2 
 資料 WS-1-5-9  自動車 
 資料 WS-1-6  2030年の社会背景と社会像の例 








司会 グリーン･イノベーションユニットリーダー 浦島邦子 
 
 
13:00 ～13:05 開会挨拶 科学技術動向研究センター長 奥和田久美 
 
13:05 ～13:15   開催趣旨説明  
 
13:15 ～16:00 参加者からの発表（説明＋質疑応答=15分）（敬称略） 
13:15 ～ 13:30 井須 紀文 (株)LIXIL 
13:30 ～ 13:45 尾形 敦 (独)産業技術総合研究所 
13:45 ～ 14:00 信太 優子 三菱電機(株) 
14:00 ～ 14:15 竹内 真幸 清水建設(株) 
14:15 ～ 14:30 野尻 雅人 (財）省エネルギーセンター 
 
14:30 ～ 14:45 休憩 
 
14:45 ～ 15:00 松本 義弘 東日本旅客鉄道(株) 
15:00 ～ 15:15 原澤 英夫 (独)国立環境研究所 
15:15 ～ 15:30 藤田 壮 (独)国立環境研究所 
15:30 ～ 15:45 藤本 博也 日産自動車(株) 
 
16:00 ～17:30 グループディスカッション（4 グループ） 
 グループ A-1 蒲生 (尾形、信太、竹内、河本、伊藤)  
 グループ A-2 野村 (藤田、臼井、黒川、鷲津) 
 グループ B-1 藤本 (井須、原澤、松本、片桐) 
 グループ B-2 横尾 (野尻、林屋、小笠原、多田)  










氏名 機関名 所属 Gr
1 井須　紀文 （株）LIXIL　住設・建材カンパニー 商品本部水まわり総合技術研究所 ＩＢＡ推進室 B-1
2 尾形　敦 （独）産業技術総合研究所 研究環境安全本部研究環境安全企画部 A-1
3 信太　優子  三菱電機(株)福山製作所 営業部　省エネソリューション課 A-1
4 竹内　真幸  清水建設(株) 設計・プロポーザル統括環境・技術ソリューション本部 A-1
5 野尻　雅人 （財）省エネルギーセンター 家庭・地域省エネ普及本部普及総括部 B-2
6 林屋　均 東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部 電気ネットワーク部 B-2
7 原澤　英夫 （独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター B-1
8 藤田　壮 （独）国立環境研究所 社会環境システム研究センター環境都市システム研究室 A-2
9 藤本　博也  日産自動車（株） 総合研究所研究企画部戦略企画室 B-1
10 松本　義弘 東日本旅客鉄道(株)鉄道事業本部 電気ネットワーク部 B-1
客員研究官
1 伊藤　康 千葉商科大学 商経学部 A-1
2 臼井　誠次  (株)堀場製作所 開発本部　開発企画センター A-2
3 小笠原　敦 （独)理化学研究所 社会知創成事業 B-2
4 片桐　昌彦  (独)物質・材料研究機構 理論計算科学ユニット B-1
5 河本　洋  名城大学 理工学部機械ｼｽﾃﾑ工学科 A-1
6 黒川　利明  ＳＣＳＫ(株) サービス・イノベーション推進部 A-2
7 多田　国之 B-2
8 野村　稔  野村リサーチ＆コンサルティング A-2
9 鷲津　明由 早稲田大学 社会科学総合学術院 A-2
事務局
1 浦島　邦子 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット
2 蒲生　秀典 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット A-1
3 横尾　淑子 科学技術動向研究センター 総括ユニット B-2
4 吉田　順子 科学技術動向研究センター グリーン・イノベーションユニット
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オフィス・実験室の蛍光灯等の使用制限 ○ ○ 作業環境の維持
エレベーター使用の制限 △ ○ 利便性の低下
空調温度の低減などクールビズ △ ○ 啓蒙活動
グリーンカーテン設置 △ ○ 啓蒙活動





































































































































































輪番休暇の実施期間 実施事業所 ピーク電力の削減効果 計
7/19-7/22 第５事業所ドラフト △約４００ｋＷ △約４００ｋＷ


































































の集約化 ◎ △ 特定の研究活動が遅延、停止する恐れがある。
夏季期間中の大電力消費機器の停止・輪

















































































共同使用制限スキーム ○ △ 電気事業法第27条に基づく、複数事業所間における電力共同抑制策。ピークカットに有効。






































































































（例）自家発電・蓄電池の導入、活用 ○ △ 導入コストの低減（自家発電や蓄電池技術の開発）
（例）エレベーターの一部停止 △ △ 利便性の低下（→？）
ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗと空調ｺﾝﾄﾛｰﾗの連動 ◎ △ 導入コストの低減他社空調機との連動





（例）休日や勤務時間のシフト ◎ × ライフスタイルの変革（フレックス休日制度導入）
空調設定温度28℃固定 ◎ ○ 個人の体調への影響
水曜日・金曜日の一斉定時退場の徹底 △ △ 継続的運用管理体制の構築
家庭での消費増（→？）



































































1. トレンドで見る、 3.11-Before ・After



































































































































・ 執務室 インテリア27～28℃運転、ペリメータ30℃運転 （4/1～）
●電灯
・ 執務室 窓側消灯，通路部分間引き 1/2を点灯
・ 共用部 各照明間引き 1/3を点灯
●コンセント
・ 執務室 コピー機 フロア 1/4台稼働
・ 共用部 電気湯沸かし器 フロア1/2台稼働
●昇降機
・ 共用部 エレベータ 6台停止/16台中












































技術 (発電)・自家発電の導入（既設を再整備稼働） ○ ○ デマンド制御と連動したマイクログリッド化
（空調）・執務室、共用部： 設定温度の見直し ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（空調）・執務室、共用部： 空調停止、間欠運転 ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（換気）・執務室、共用部： 換気停止＆間欠運転 ○ △ 建築計画で通風導入（外壁換気小窓、吹抜け）
（照明）・ 執務室：窓側消灯、一般部間引点灯（1/2) ◎ △ タスク＆アンビエント照明化＋センサー制御
（照明）・ 共用部：各照明間引き点灯（1/3） ○ ○ 建築計画で昼光導入（外壁隣接、光ボイド）
（昇降機）・共用部 エレベータ 6台停止/16台中 △ × 出退勤時間、昼休み時間のピークシフト化
（昇降機）・共用部 エスカレータ 全停止2台 △ ○ 人感センサー連動と機器効率化
（湯沸）・共用部 電気湯沸かし器 フロア1/2台稼働 △ △ 機器効率化
(コピー）・執務室 コピー機 フロア 1/4台稼働 ○ × 機器効率化、待機電力削減
（ＩＴ機器）・不要サーバーの停止など △ ○ サーバーのモニタリング＆運転制御
技術
以外









技術 （発電）太陽光発電の増設 移転予定新本社で対応 建物としてのマイクログリッド化
エリアとしてのスマートグリッド化


















































































































































































































入 入 入 入 入






































































































































































































































































日中時間帯での一部列車の運転取りやめ ○ × サービス低下に対するお客様のご理解





















節電キャンペーン（ポスター, HP, 放送） ○ ○ 節電によるサービス低下のご理解を継続的にお願い
土日勤務、平日休みの実施 ○ × 事業活動への影響を最小化する仕組みづくり
長期休暇の取得推進 ○ △ 事業活動への影響を最小化する仕組みづくり
クールビズの早期化、延長 △ ○
早め出勤、早め退社の励行 △ ○






















































































































































































































































































































































研究所 5,600 20 3,768 32.7 27.3
筑波大学 22,860 25 16,560 27.6 21.1








































ＮＡＳ電池によるピークカット ○ △ 常総市工場でＮＡＳ電池による火災が発生したために、使用停
止の依頼があり、それ以降停止中。安全かつ大容量な蓄電機
器・システムの開発が必須。

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日産自動車（株） 総合研究所 研究企画部 藤本 博也




































































































































































































































































































































































































































































































































































































上席研究官 浦島 邦子 























































 東京都千代田区霞が関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館 東館 16 階 
TEL：03-3581-0605 FAX：03-3503-3996 
